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(百万円未満切捨て)
１．2022年１月期の業績（2021年２月１日～2022年１月31日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年１月期 673 △26.3 55 △76.5 53 △78.7 37 △79.3

2021年１月期 914 47.4 235 634.3 250 681.2 181 722.7
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年１月期 28.90 － 3.78 4.79 8.20

2021年１月期 139.32 － 20.20 19.56 25.70

(注１) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年１月期 1,047 1,003 95.82 772.21

2021年１月期 1,185 981 82.78 755.30

(参考) 自己資本 2022年１月期 1,003百万円 2021年１月期 981百万円
　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年１月期 △170 △150 △15 519

2021年１月期 360 △102 △6 855

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年１月期 － 0.00 － 12.00 12.00 15 8.61 1.59

2022年１月期 － 0.00 － 5.00 5.00 6 17.30 0.65

2023年１月期(予想) － － － － － －

３．2023年１月期の業績予想（2022年２月１日～2023年１月31日）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 810 20.2 87 57.4 89 67.4 59 57.1 45.42

　

　



※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年１月期 1,299,400 株 2021年１月期 1,299,400 株

② 期末自己株式数 2022年１月期 － 株 2021年１月期 － 株

③ 期中平均株式数 2022年１月期 1,299,400 株 2021年１月期 1,299,400 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当事業年度(2021年２月１日～2022年１月31日)におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染者

数が緊急事態宣言やワクチン接種による効果で10月には激減し経済回復の期待も高まりました。しか

しながら、年明け以降は変異株による感染の再拡大に伴い、依然として先行き不透明な状況が続いて

おります。

　建設業界においては、2020年12月の「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」閣議決

定を受け、実施されている官公庁工事のほか、民間工事においても、前事業年度の落ち込みから一

転、ゼネコン始め多くの建設会社で受注が増加しました。一方で、人手不足による労務費や原油高及

び建材費の上昇などコストアップによる採算悪化を懸念する状況となっております。

　このような状況下、当社では2021年７月21日にTOKYO PRO Marketへ上場し、積極的なPR活動や営業

力のさらなる強化及び無料調査キャンペーンの継続的な取り組みにより受注拡大につとめました。民

間工事は、大型工事の受注等により、前年実績を上回った一方、公共工事は前年ほどの大型受注や、

自然災害による緊急工事もなかったことに加え、完成が翌期にずれ込んだ工事もあり、前年実績に届

かず、全体として伸び悩む結果となりました。

　これらの結果、当事業年度の売上高は673,439千円(前年同期比26.3％減)、営業利益55,251千円(前

年同期比76.5％減)、経常利益53,431千円(前年同期比78.7％減)、当期純利益は37,551千円(前年同

期比79.3％減)となりました。

（２）当期の財政状態の概況

　 (資産の部)

　当事業年度末における資産合計は、1,047,159千円となり、前事業年度末に比べ138,515千円減

少いたしました。これを流動・固定資産別にみますと以下のとおりであります。

流動資産は967,993千円となり、前事業年度末に比べ120,033千円減少いたしました。これは主と

して現金預金の減少436,375千円、有価証券による増加247,615千円、未収還付法人税等の増加

35,969千円及び未収還付消費税等の増加15,872千円によるものであります。

固定資産は79,165千円となり、前事業年度末に比べ18,481千円減少いたしました。これは主とし

て有形固定資産の減価償却費による減少9,156千円及び投資その他の資産の繰延税金資産の減少

8,578千円によるものであります。

　 (負債の部)

　当事業年度末における負債合計は、43,751千円となり、前事業年度末に比べ160,474千円減少い

たしました。これは主に、流動負債の未払法人税等の減少79,178千円、未払費用の減少53,977千

円及び未払消費税等の減少42,826千円によるものであります。

(純資産の部)

当事業年度末における純資産合計は、1,003,407千円となり、21,958千円増加いたしました。こ

れは主に、当期純利益の増加37,551千円及び株主配当金の支払による減少15,592千円によるもので

あります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、519,295千円となりました。当事業年度末に

おける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　当事業年度末における営業キャッシュ・フローは170,782千円の支出(前事業年度は360,200千円

の収入)となりました。

　主な要因は、税引前当期純利益53,716千円、未収還付消費税等の増加15,872千円、未収還付法人
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税等の増加35,969千円、未払費用の減少53,977千円、未払消費税等の減少42,826千円、法人税等の

支払額79,178千円等が生じたことによります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当事業年度末における投資活動キャッシュ・フローは150,000千円の支出(前事業年度は102,494

千円の支出)となりました。

これは、有価証券の増加250,000千円、定期預金の払戻しによる減少100,000千円が生じたことに

よります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当事業年度末における財務活動キャッシュ・フローは15,592千円の支出(前事業年度は6,991千

円の支出)となりました。

　 これは、配当金の支払額15,592千円が生じたことによります。

（４）今後の見通し

今後の経済情勢はロシアのウクライナ侵攻の緊迫化や新型コロナウイルス感染症の影響が大きく懸

念され、世界経済の見通しは不透明な状況が続くと予想されます。

一方で当社のビジネスにおきましても、新型コロナウイルス感染症の影響を受けると予想し保守的

に考慮した上での売上高及び利益予想としております。

2023年１月期の通期業績予想については、売上高の810百万円(前年同期比20.2%増)、営業利益87百

万円(前年同期比57.4%増)、経常利益89百万円(前年同期比67.4%増)と予想しております。

新型コロナウイルス感染症のみならず、自然災害など今後当社事業に与える影響により、修正の必

要が生じた場合には、速やかに開示いたします。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　 当社の会計基準は当面は、日本基準による財務諸表を作成する方針であります。

　 IFRS(国際財務報告基準)については、今後の動向を注視したうえで適切に対応してまいります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
(単位：千円)

前事業年度
(2021年１月31日)

当事業年度
(2022年１月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 955,670 519,295

受取手形 7,588 12,341

完成工事未収入金 107,005 76,342

有価証券 － 247,615

未成工事支出金 － 34,049

材料貯蔵品 7,882 11,306

前払費用 5,370 11,516

その他 4,509 55,526

流動資産合計 1,088,027 967,993

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 2,891 2,891

減価償却累計額 △1,596 △1,839

建物・構築物(純額) 1,294 1,051

機械・運搬具 131,380 130,868

減価償却累計額 △111,620 △117,047

機械・運搬具(純額) 19,759 13,820

工具器具・備品 48,358 48,358

減価償却累計額 △35,079 △38,054

工具器具・備品(純額) 13,278 10,303

有形固定資産合計 34,332 25,175

無形固定資産

　 ソフトウェア － 686

特許権 262 135

無形固定資産合計 262 821

投資その他の資産

破産更生債権 81 －

長期前払費用 480 305

差入保証金 22,452 21,678

保険積立金 31,444 31,098

繰延税金資産 8,578 －

その他 95 85

貸倒引当金 △81 －

投資その他の資産合計 63,051 53,167

固定資産合計 97,647 79,165

資産合計 1,185,674 1,047,159
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年１月31日)

当事業年度
(2022年１月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 5,354 15,776

未払金 5,464 8,449

未払費用 63,611 9,634

未払法人税等 79,278 100

未払消費税等 42,826 －

未成工事受入金 － 3,938

預り金 6,752 2,827

前受金 937 －

流動負債合計 204,225 40,725

固定負債

繰延税金負債 － 3,025

固定負債合計 － 3,025

負債合計 204,225 43,751

純資産の部

株主資本

資本金 43,000 43,000

資本剰余金

資本準備金 11,850 11,850

資本剰余金合計 11,850 11,850

利益剰余金

利益準備金 1,890 1,890

その他利益剰余金

別途積立金 6,000 6,000

繰越利益剰余金 918,708 940,667

利益剰余金合計 926,599 948,557

株主資本合計 981,449 1,003,407

純資産合計 981,449 1,003,407

負債純資産合計 1,185,674 1,047,159
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（２）損益計算書
(単位：千円)

前事業年度
(自 2020年２月１日
至 2021年１月31日)

当事業年度
(自 2021年２月１日
至 2022年１月31日)

売上高

完成工事高 910,653 670,314

兼業事業売上高 3,705 3,125

売上高合計 914,358 673,439

売上原価

完成工事原価 359,247 297,847

売上原価合計 359,247 297,847

売上総利益

完成工事総利益 551,405 372,467

兼業事業総利益 3,705 3,125

　 売上原価合計 555,111 375,592

販売費及び一般管理費

役員報酬 83,550 87,600

従業員給料手当 113,604 75,950

賞与 3,879 －

法定福利費 16,641 18,390

福利厚生費 1,429 4,540

修繕維持費 24 205

事務用品費 2,665 799

通信交通費 13,078 20,684

動力用水光熱費 596 647

調査研究費 13,896 18,287

広告宣伝費 24,898 29,472

交際費 172 398

寄付金 42 21

地代家賃 15,669 15,623

減価償却費 798 686

租税公課 877 896

保険料 1,602 1,533

雑費 26,651 44,601

販売費及び一般管理費合計 320,077 320,340

営業利益 235,033 55,251

　営業外収益

　 受取利息及び配当金 48 480

　 助成金収入 13,976 －

　 その他 1,665 226

　 営業外収益合計 15,690 706

　営業外費用

　 有価証券評価損 － 2,385

　 固定資産除却損 84 －

　 その他 41 141
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(単位：千円)
前事業年度

(自 2020年２月１日
至 2021年１月31日)

当事業年度
(自 2021年２月１日
至 2022年１月31日)

営業外費用合計 125 2,526

　経常利益 250,597 53,431

　特別利益

　 その他 － 285

　 特別利益合計 － 285

税引前当期純利益 250,597 53,716

法人税、住民税及び事業税 80,800 4,560

法人税等調整額 △11,242 11,604

法人税等合計 69,557 16,165

当期純利益 181,040 37,551

　



アップコン株式会社(5075)
2022年１月期 決算短信

7

【完成工事原価明細書】
前事業年度

(自 2020年２月１日
至 2021年１月31日)

当事業年度
(自 2021年２月１日
至 2022年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 81,214 22.6 68,432 23.0

Ⅱ 労務費 111,156 30.9 152,495 51.2

　 (うち労務外注費) (－) (－) (－) (－)

Ⅲ 外注費 － － － －

Ⅳ 経費 166,877 46.5 76,920 25.8

(うち人件費） (－) (－) (－) (－)

合計 359,247 100.0 297,847 100.0

(注) 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 2020年２月１日 至 2021年１月31日)

（単位：千円)

株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 43,000 11,850 11,850 1,890 6,000 744,165 752,055 806,905 806,905

当期変動額

剰余金の配当 △6,497 △6,497 △6,497 △6,497

当期純利益 181,040 181,040 181,040 181,040

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 174,543 174,543 174,543 174,543

当期末残高 43,000 11,850 11,850 1,890 6,000 918,708 926,599 981,449 981,449

当事業年度(自 2021年２月１日 至 2022年１月31日)

（単位：千円)

株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 43,000 11,850 11,850 1,890 6,000 918,708 926,599 981,449 981,449

当期変動額

剰余金の配当 △15,592 △15,592 △15,592 △15,592

当期純利益 37,551 37,551 37,551 37,551

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 21,958 21,958 21,958 21,958

当期末残高 43,000 11,850 11,850 1,890 6,000 940,667 948,557 1,003,407 1,003,407
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（４）キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

前事業年度
(自 2020年２月１日
至 2021年１月31日)

当事業年度
(自 2021年２月１日
至 2022年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 250,597 53,716

減価償却費 14,745 8,597

受取利息及び受取配当金 △48 △480

　助成金収入 △13,976 △226

　有価証券評価損 － 2,385

売上債権の増減額(△は増加) △10,810 25,911

たな卸資産の増減額(△は増加) 14,528 △37,473

仕入債務の増減額(△は減少) △8,075 10,421

　未収還付消費税等の増減額(△は増加) － △15,872

　未収還付法人税等の増減額(△は増加) － △35,969

　未払金の増減額(△は減少) 32,731 2,985

　未払費用の増減額(△は減少) 35,433 △53,977

　未払消費税等の増減額(△は減少) － △42,826

　その他 8,095 △9,228

小計 323,222 △92,036

利息及び配当金の受取額 15 206

　助成金の受取額 13,976 226

　法人税等の還付額 24,508 －

　法人税等の支払額 △1,521 △79,178

営業活動によるキャッシュ・フロー 360,200 △170,782

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △250,000

有形固定資産の取得による支出 △2,494 －

　定期預金の預入れによる支出 △100,000 －

　定期預金の払戻による収入 － 100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △102,494 △150,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

　 リース債務の返済による支出 △494 －

配当金の支払額 △6,497 △15,592

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,991 △15,592

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 250,714 △336,375

現金及び現金同等物の期首残高 604,956 855,670

現金及び現金同等物の期末残高 855,670 519,295
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて

新型コロナウイルス感染症拡大については不透明であり、かつ経済活動への影響を予想するこ

とがきわめて困難な状況にあります。当社の事業におきましても新型コロナウイルス感染症の影

響が翌事業年度までは継続すると踏まえ会計上の見積りを行っております。なお、当該見積は現

時点での当社が独自情報に基づいたものであるため、不確実性があり、新型コロナウイルス感染

症の拡大状態や経済環境への影響が変化した場合には、会計上の見積りに影響を及ぼし、当社の

財務状況及び経営成績にさらに影響を及ぼす可能性があります。

(セグメント情報等)

　当社は沈下修正事業の単一事業であるため、記載を省略しております。

(持分法損益等)

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前事業年度
(自2020年２月１日 至2021年１月31日)

当事業年度
(自2021年２月１日 至2022年１月31日)

1株当たり純資産額 755.30円 772.21円

1株当たり当期純利益金額 139.32円 28.90円

(注)１.潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　 ２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自2020年２月１日 至2021年１月31日)

当事業年度
(自2021年２月１日 至2022年１月31日)

当期純利益金額
(千円) 181,040 37,551

普通株主に帰属しな
い金額（千円) － －

普通株式に係る当期
純利益金額(千円) 181,040 37,551

普通株式の期中平均
株式数(株) 1,299,400 1,299,400

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　


